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まえがき 

この規格は，工業標準化法第 12 条第 1 項の規定に基づき，表面化学分析技術国際標準化委員会（JSCA）

及び一般財団法人日本規格協会（JSA）から，工業標準原案を具して日本工業規格を制定すべきとの申出

があり，日本工業標準調査会の審議を経て，経済産業大臣が制定した日本工業規格である。 

これによって，JIS K 0147:2004 は廃止され，その一部を分割して制定したこの規格に置き換えられた。 

この規格は，著作権法で保護対象となっている著作物である。 

この規格の一部が，特許権，出願公開後の特許出願又は実用新案権に抵触する可能性があることに注意

を喚起する。経済産業大臣及び日本工業標準調査会は，このような特許権，出願公開後の特許出願及び実

用新案権に関わる確認について，責任はもたない。 

JIS K 0147 の規格群には，次に示す部編成がある。 

JIS K 0147-1 第 1 部：一般用語及び分光法に関する用語 

JIS K 0147-2 第 2 部：走査型プローブ顕微鏡に関する用語 
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序文 

この規格は，2013 年に第 2 版として発行された ISO 18115-1 を基に，技術的内容及び構成を変更するこ

となく作成した日本工業規格である。 

なお，この規格で点線の下線を施してある参考事項は，対応国際規格にはない事項である。 

 

0 適用範囲 

この規格は，表面化学分析に用いる一般用語及び分光法に関する主な用語について規定する。 

注記 この規格の対応国際規格及びその対応の程度を表す記号を，次に示す。 

ISO 18115-1:2013，Surface chemical analysis－Vocabulary－Part 1: General terms and terms used in 

spectroscopy（IDT） 

なお，対応の程度を表す記号“IDT”は，ISO/IEC Guide 21-1 に基づき，“一致している”こ

とを示す。 

 

1 略語 

この規格で用いる主な略語は，次による。 

AES：オージェ電子分光法（Auger electron spectroscopy） 

AMRSF：平均マトリックス相対感度係数（average matrix relative sensitivity factor） 

ANN：人工ニューラルネットワーク（artificial neural network） 

APECS：オージェ電子－光電子コインシデンス分光法（Auger photoelectron coincidence spectroscopy） 

ARAES：角度分解オージェ電子分光法（angle-resolved Auger electron spectroscopy） 

AREPES：角度分解弾性散乱電子分光法（angle-resolved elastic peak electron spectroscopy） 

ARXPS：角度分解 X 線光電子分光法（angle-resolved X-ray photoelectron spectroscopy） 

CDP：深さ方向組成分布（compositional depth profile） 

CRM：認証標準物質（certified reference material） 

DA/DFA：判別分析又は判別関数分析（discriminant analysis/discriminant function analysis） 

DAPCI：大気圧化学イオン化脱離（desorption atmospheric pressure chemical ionization） 

DAPPI：大気圧光イオン化脱離（desorption atmospheric pressure photoionization） 

DART：リアルタイム直接分析（direct analysis in real time） 

dc：直流又は直流電流（direct current） 


